学術会議の機能と役割
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東大・工　十倉　好紀

新体制学術会議（SCJ）の機能と役割について述べ、物性コミュニティとの連携のあり方を議論いただいた。

　2005年（第19期）にSCJは声明「日本の科学技術政策の要諦」を発表し、2050年までの、国家的目標に対する科学技術政策の貢献と在り方についての考えを表明した。現20期SCJのミッションはこれを具現化することから始まる。SCJは第20期にいたるときに、会員制度改革を行い、SCJ自ら会員（約210名）を選考し、また、この1年をかけて、会員と等位の立場で活動を行う連携会員（約1900名）をco-optationの考えで選出した。また、部も7部制から3部制へ変更、副会長を3名として、幹事会も設置して、審議・意思決定の迅速化を図っている。
　物理学委員会（第3部に設置）の関係する常設分科会として、「物性･一般」、［素粒子･原子核］、「天文・宇宙」物理学各分科会、および国際対応としてIUPAP、IAU分科会がある。物性コミュニティとの関連が深いのは、「物・一」分科会（伊藤早苗委員長、家幹事、五神幹事、十倉副委員長）であり、30名の連携会員の同分科会への参加を得て、今期の主たる審議課題として、「基盤的研究活動に資する物・一研究拠点の整備構想について」を検討し始めている。

　　SCJの意思表出の例として、第19期における声明「新分野創成に資する光科学研究の強化とその方策について」や要望「国立大学の大学法人化にともなう大学附置全国共同利用研究所・施設の課題」を取り上げ、SCJからの意思表出の重要性と事後効果追跡の必要性を述べた。

　この点に関して、従来の物研連からの報告「物性研究拠点整備計画」（1996）と「物性研究拠点整備計画の具体化に向けて」（2000）の事後効果、および各種の教育研究拠点形成プログラムが進行するなかでのこの計画の現在の意義と必要性について、会場からの意見を伺った。
　また、各種の要望を含む意志表出の前提として、従来の物性科学基礎研究のイノベーションに対する圧倒的寄与の実績を強調し、１０年の先（第３，４期科学技術基本計画）までを展望した、物性・一般物理学の基盤的研究によるpromiseを、整理して分りやすく提示することが必要との、私見を述べた。

